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【手続補正書】
【提出日】平成26年3月12日(2014.3.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　１以上の無線電話機と通信ネットワークとの間でデータを中継する無線アクセスポイン
トであって、
　前記通信ネットワークから自無線アクセスポイントに帰属する無線電話機への着信に係
る制御を実行する着信制御手段と、前記通信ネットワーク上の特定電話番号の相手先電話
機からの着信を識別し前記無線電話機への電話着信を拒否する着信拒否手段と、前記無線
電話機が発信した相手先電話番号を記憶する発信履歴記憶手段と、を有し、
　前記着信制御手段が前記無線電話機のいずれかへの着信を検知した場合に、前記発信歴
記憶手段に記憶された相手先電話番号からの着信であれば、前記着信拒否手段を起動しな
いことを特徴とする着信拒否機能を有する無線アクセスポイント。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００６
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００６】
　そこで本発明では、通信ネットワーク（電話網）と無線電話機との間に位置する無線ア
クセスポイントに、自無線アクセスポイントに帰属する無線電話機への着信に係る制御を
実行する着信制御手段と、前記通信ネットワーク上の特定電話番号の相手先電話機からの
着信を識別し前記無線電話機への電話着信を拒否する着信拒否手段と、前記無線電話機が
発信した相手先電話番号を記憶する発信履歴記憶手段と、を有し、前記着信呼制御手段が
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前記無線電話機のいずれかへの着信を検知した場合に、前記発信歴記憶手段に記憶された
相手先電話番号からの着信であれば、前記着信拒否手段を起動しないこととした。
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